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第４５回日本海・九州西広域漁業調整委員会について（報告） 

 

＜日時＞令和７年２月２5日（火） １３：３０－１6：１５ 

＜場所＞鳥取県栽培漁業センター（Web参加） 

＜出席者＞朝日田委員、有田（鳥取県） 

        

＜主な内容＞ 

１ 太平洋クロマグロの遊漁に関する委員会指示について 

（概要） 

・くろまぐろ遊漁専門部会での議論の報告を受け、令和７年４月１日以降のくろまぐろ遊漁に

関する委員会指示、届出制の導入について審議。 

 

（内容） 

 ○くろまぐろ遊漁専門部会での議論 

  ・合同会議を３回開催（R6.12.12、R7.1.17、R7.2.12）。 

  ・くろまぐろ遊漁の現状と課題、現行の広域漁業調整委員会指示に基づく規制の見直しの

方向性ほか、届出制の導入やキャッチアンドリリースの是非など幅広い事項について議論

された。 

 

 ○くろまぐろ遊漁に関する委員会指示（案）について 

  ・小型魚（３０ｋｇ未満）の採捕禁止：変更なし 

・大型魚（３０ｋｇ以上）は１人毎月１尾まで。（現行では１人１日１尾：多くの遊漁者へ採捕機

会を確保するため。） 

・遊漁者がくろまぐろ（大型魚）を採捕した場合、陸揚げした日から１日（翌日）以内に水産庁

へ報告。（現行では３日以内：上限数量の超過は年度後半の採捕に影響するためタイムラ

グのない数量把握を行う。） 

・採捕したくろまぐろ（大型魚）の情報について、「重量」、「尾数」、「陸揚げ日」、「採捕した

海域」、「遊漁船を利用した場合の遊漁船名及び登録都道府県」に、新たに「尾さ長が確

認できる写真」、「計量方法」、「尾さ長」、「陸揚げ場所」、「遊漁船を利用した場合は遊漁

船登録番号」、「遊漁船以外の船舶を利用した場合は、船舶番号又は船舶検査済票の番

号」を加える。 

・虚偽報告抑止策として二重認証システム（電話番号認証）と本人確認書類の提出を導入。 

・指示の有効期間を令和７年４月１日から令和９年３月３１日の２年間とする。（現行は１年間：

違反者への対処を可能とするため） 

・令和７年度の遊漁による管理数量６０トン（令和６年度までの４０トンから増加）を適切に管

理するため、毎月の管理数量を５トンとし、遊漁におけるくろまぐろ大型魚の採捕量が５トン

を超える恐れが生じた場合、当該月の採捕を禁止する。 

  （令和６年度は総管理数量４０トンを以下の区分で管理） 

４～５月－５トン、６月－７トン、７月－７トン、８～９月－７トン、１０～１２月－５トン、 

１月－５トン、２～３月－※ 

※ 概ね４０トンから全海区における令和６年４月１日から令和７年１月３１日までの採捕数

量の累計を差し引いた数量 

→原案のとおり承認された。 
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○届出制の導入について 

・くろまぐろ遊漁の全体像が不明であることから、全体像を把握するため、委員会指示による

届出制を令和８年４月１日から新たに導入。 

・令和８年４月１日から令和９年３月３１日の間にクロマグロを採捕しようとする遊漁者及びクロ

マグロを採捕しようとする遊漁者を漁場に案内しようとする遊漁船業者・遊漁船以外の船舶

を運行する者が届出対象者とする。 

→新規の管理措置の導入について承認された。 
 
○キャッチアンドリリースの是非について 
・採捕が禁止された後のキャッチアンドリリースの可否については、委員の間で意見が分か
れ、継続審議となっている旨、事務局より報告を受けた。 

 
（質疑応答） 
・私たち漁業者は、鰓腹を除いた重さで管理しているが、遊漁者も鰓腹を除いた重さ
で計量するのか。それとも、鰓腹を含めた重さで計量するのか。（那覇地区漁業協
同組合・山内委員） 
⇒まだ遊漁者に対しての処理の仕方については具体的に決めていないが、鰓腹も含
めた計量になるのでないかと思う。（事務局） 

 ・なぜ、承認制ではなく届出制なのか。（那覇地区漁業協同組合・山内委員） 
  ⇒日本全国にどれくらいの遊漁者がいるのかという全体像を把握することに主眼

を置いたため、届出制とした。（事務局） 
・令和７年度の各月の採捕上限は５トンずつということだが、令和６年度の６月、７
月、８～９月は５トンを超える割り当てがあった。これはどう理解すればいいのか。
（富山県・網谷委員） 
⇒クロマグロの来遊については、予測ができない。昨年の初夏は相当な量が来遊し
たが、一昨年はそうでもなく、傾斜配分が難しいため、毎月５トンの均等割りと
した。（事務局） 

・令和７年度のクロマグロの採捕上限は年間で見ると６０トンとなり、令和６年度よ
り２０トン増えているのはなぜか。（新潟県・土屋委員） 

 ⇒クロマグロの管理については、水産政策審議会資源管理分科会クロマグロ部会で
議論がされて、その中で配分等が決まっていく。昨年の大型魚５０％増に合わせ
て、遊漁も４０トンから６０トンへ増やすことになった。（事務局） 

・船からだけではなく、陸から釣る場合も届出が必要なのか。（山形県・加藤委員） 
 ⇒対象は釣り人なので、届出をする必要がある。（事務局） 
・実績がない方も多く届出すると考えられるが、その方々の取扱いはどのようにする
のか。（兵庫県・川越委員） 
⇒遊漁の場合は、そのあたりが全く分からないので、届出により実態を把握し、そ
の後、議論していきたいと考えている。（事務局） 

 
２ 九州・山口以西海域トラフグに関する委員会指示について 
 ・令和７年５月１日から令和８年５月３１日までの期間の委員会指示について審議。（鳥取海
区は対象外） 

 ・これは、規制海域において、総トン数５トン以上の船舶を使用して、とらふぐはえ縄漁業を
営もうとする者は承認を受けなければならず、総トン数５トン未満の船舶を使用する者は届
出をしなければならないというもの。 

 ・前回の指示内容から変更はなし。 
→原案のとおり承認された。 

 
３ 有明海ガザミに関する委員会指示について 
・令和７年４月１日から令和８年３月３１日までの期間の委員会指示について審議。（鳥取海
区は対象外） 
・これは、有明海において、令和７年６月１日から同年６月１５日までの間、たも網その他のす
くい網によりがざみを採捕してはならないというもの。 
・前回の指示内容から変更はなし。 
→原案のとおり承認された。 
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４ 広域資源の管理について－日本海西部・九州西海域マアジ、マサバ、マイワシ 
 ・マアジ、マサバ、マイワシ対馬暖流系群の資源評価について、資料に沿って事務局より説
明を受けた。 

 ・日本海西部・九州西海域マアジ（マサバ・マイワシ）広域資源管理方針に基づく令和６年度
の取組状況について、資料に沿って事務局より説明を受けた。 

 
（質疑応答） 
 ・マアジの漁獲量は、近年、日本は減少しているが、韓国は増加している。これはなぜか。
（熊本学園大学・波積委員） 
⇒魚の分布が韓国寄りになっているのかもしれないが、具体的な原因はよくわかっていな
い。（事務局） 

・海水温の上昇により、操業海域が変わってきているとよく聞くが、この３種はどうか。（山口
県・中島委員） 

 ⇒太平洋側と比べてということだと思うが、海水温の上昇による影響はそれほどないと認識
している。（事務局） 

 
５ 国が行う特定漁港漁場整備事業（フロンティア漁場整備事業）について 
 ・隠岐海峡地区及び大隅海峡地区のフロンティア漁場整備事業について、事務局より資料
に沿って説明を受け、事業計画案について承認した。 

 ・隠岐海峡地区では、現在マウンド礁が２基（隠岐海峡の西側と東側に１基ずつ）設置されて
いるが、令和７年度から新たに１基（隠岐海峡の東側）設置するための工事が開始される予
定。 

 
（質疑応答） 
・隠岐海峡地区の既設の２基の効果はどうなのか。（鹿児島県・阿久根委員） 
 ⇒・効果について調査を毎年行っているが、動物プランクトンの湧昇に効果があることは認

めている。（事務局） 
  ・中型まき網の船主からは、「効果がある」と聞いている。（山陰旋網漁業協同組合・岩田
委員） 

 ・「マウンド礁の整備後は保護水域の設定により、半径１マイルの範囲内での対象魚種の採
捕を禁止する」と説明があったが、保護水域の設定、遵守、違反したときの措置について、
どのように取り組まれるのか。（鳥取県・朝日田委員） 
⇒自主禁漁という形であるため、特にペナルティを明確に課しているわけではない。これま
でも違反はなかったと承知している。（事務局） 

 ・資料の計画書案に、このたびの事業に関係する保護水域の記載がないようだが。（鳥取県・
朝日田委員） 

  ⇒保護水域は、日本海西部・九州西海域マアジ（マサバ・マイワシ）広域資源管理方針へ記
載しており、このたび増設される分についても、この方針へ記載される。（事務局） 

 
６ その他 
（１）TAC資源拡大に向けた検討状況について 
 ・水産庁から TAC資源の拡大を進めており、ブリが令和７年４月から TAC管理開始予定で
あること、ベニズワイガニ日本海系群のステークホルダー会合は３月を予定していることにつ
いて説明を受けた。 

 （質疑応答） 
 ・ブリやタラが TAC管理に入ってくるが、これで全体の何％ほどになるか。（佐賀県・後藤委
員） 
⇒詳しい資料は今持ち合わせていないが、６、７割ほどだと思われる。（事務局） 

 
（２）令和７年度資源管理関係予算について 
 ・水産庁より、漁業収入安定対策事業（１６０億円）、資源調査・評価の充実と新たな資源管
理の着実な推進に係る予算（８８億円の内数）、内水面及びさけ・ます等栽培資源総合対策
に係る予算（１３億円）等について、説明を受けた。 













































































鳥取県漁業調整課 

隠岐海峡地区フロンティア漁場整備事業について（補足説明資料） 

１ 整備位置 

（既設）西側：H29.10完成、東側：R2.12完成  （新規計画） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 整備規模 

既設 新規計画 
・総事業費：５，５００百万円 
・事業計画：Ｈ２５～Ｒ２ 
・計画規模：２基 
・整備規模：西側：高さ 17m、延長 178m 
      東側：高さ 15m、延長 130m 
・設置水深：西側 113m、東側 82m 

・総事業費：４，００３百万円 
・事業計画：Ｒ７～Ｒ１３ 
・計画規模：１基 
・整備規模：高さ 15m、延長 200m 

 

３－１ 既存漁場（西側）の整備効果（魚類の増殖及び生息場形成） 

 

３－２ 既存漁場（西側）の整備効果（マウンド礁周辺での漁獲量） 

 

 

 

 

 

 


